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１．産業遺産とまちづくり
日本は，非西洋文化圏で最も早く，産業の近代化を達成した国と言われている。そして，産業の発
達に伴い，多くの都市が発展してきた。しかし，産業構造の変化によって，産業都市の基幹産業が打
撃を受け，それによって地域の景観が大きく変化した。このようなことを背景に，産業遺産によって
代表される地域の歴史や景観を守っていきたいという意識が生じるようになっている。その中で，産
業遺産を保存する動きが出てきた。
産業遺産という言葉は，国際産業遺産保存委員会（the International Committee for the Conservation 
of the Industrial Heritage, TICCIH）によって，「歴史的・技術的・社会的・建築学的，あるいは科学
的価値のある産業文化の遺物からなる。これらの遺物は建物，機械，工房，工場及び製造所，炭鉱及
び処理精製場，倉庫や貯蔵庫，エネルギーを製造し，伝達し，消費する場所，輸送とその全てのイン
フラ，そして住宅，宗教礼拝，教育など産業に関わる社会活動のために使用される場所からなる」と
定義し，その他，文化庁によって造られた「近代化遺産」と，経済産業省によって造られた「近代化
産業遺産」という類似の用語がある。
一方，産業構造が大きく変化したことは，少子高齢化や過疎化などの社会現象を起こし，地域にお
ける地域コミュニティと地域経済の弱体化を引き起こした。そこで，地域再生のために，産業遺産の
まちづくりへの活用が期待されている。
田村（1999）によると，「まちづくり」は，よい「まち」を「つくって」いくことで，「つくる」と
はハードの施設だけではなく，生活全体のソフトを含んでいることだと説明する。すなわち，良い生
活環境をつくり出すため，目に見えるような形の道路や水道，公共施設などのインフラ整備をはじめ，
社会福祉活動や地域行事，祭礼等まで，すべてまちづくり活動の内容といえるというのである。した
がって，まちづくりの意味は多岐に亘っている。
一方，類似の概念で「地域づくり」という言葉がある。宮口（2007）は，時代の展開の中で，それ
ぞれの地域のあるべき姿もまた変わらざるを得ないとし，地域づくりを，「時代にふさわしい地域の
価値を内発的につくり出し，地域に上乗せする作業」と定義し，地域づくりには終わりがないと述べ
た。これらを踏まえると，いずれの分野においても，地域の性質をよく理解し，さらに内部からその
将来を考えていくことが大事だといえるだろう。
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地域の価値を内発的に作り出して行く際，すなわち地域の生活者が地域のことについて考えると
き，まず目に浮かぶのが自らの地域での生活経験である。したがって，地域の歴史に関わる事柄は比
較的脚光を浴びやすく，まちづくり活動の素材として活用される。よって，産業遺産を地域資源とし
て活用することにより，地域活性化の一助となることも期待されている（伊東 2000，矢作 2004）。
また，産業遺産に関する研究は近年増えている。特に建築史や土木史，産業史の分野で多くの研究
蓄積がある。その内容は産業遺産への文化遺産としての価値の付与に関する研究，また修復，保存，
活用等の調査研究である。代表的なものに山崎・前田（1986）や大河（1995）等が挙げられる。
建築学や土木の方面からの研究は多いが，人文科学分野での研究も見られる。例として，産業遺産
の表象の変容と地域社会の変容との関係性について論じた木村（2009）や，産業遺産を観光に活用す
る事例研究（木村 2010）が見られる。地理学においては，企業城下町の脱工業化段階での都市構造
や産業構造の再編における中核企業と地域各主体の関係について論じた森嶋（2011，2014）や，「近
代化遺産」を国家共同体としての紐帯をイデオロギー的に強化するために創り出されたものとしてと
らえ，地域でどのように実践されたのかについて論じた山本（2013）などが代表的な研究である。
しかし，従来の研究が取り上げた地域は，中核企業を有し企業城下町としての性格を持った鉱工業
地域であり，中小工場が集積した地域における産業遺産とまちづくり活動との関わりを論じた研究は
まだ多くはない。そこで本稿では，中小工場が集積した地域における産業遺産によるまちづくり活動
の展開と課題点について考察する。対象地域は，1992年に「近代化遺産拠点都市」を宣言し，産業
遺産を活かしたまちづくりを進めている群馬県桐生市桐生地区である。
２．桐生市桐生地区と絹織物産業
群馬県桐生市は群馬県の南東部に位置しており，北部は足尾山地に含まれ，西は赤城山まで達して
いる。市内の主要な河川として渡良瀬川が市街地を南東へ流れ，桐生川が北東から流れている。市域
のうち，桐生川が形成した扇状地と，渡良瀬川の流域に人口が集中している。現在の市域は，平成の
大合併に伴って 2005年に旧新里村・旧黒保根村と合併することで確定しており，2010年の国勢調査
によれば人口は 121,704人である。なお，本研究では 2005年合併前の旧桐生市域を研究対象地域と
して扱い，桐生地区と称する（図 1）。
かつて「西の西陣，東の桐生」と称された桐生市は絹織物産業とともに発展してきた。桐生地区で
は 8世紀から農業の傍ら簡単な織物が生産されていたと推定されている。桐生織物業が発展を遂げた
背景には，原料産地を近くに控え，糸の加工に適した湿度と染色に好適な水質に恵まれた自然的条
件がある。そして，歴史的条件としては，1600年に徳川家康に合戦用旗絹を上納したことによって，
度々桐生は幕府の直轄領となり，江戸を中心とする封建都市を独占的に市場とすることが出来たこと
がある。（辻本ほか 1974）。
近世に入ると，新しい技術の導入によって織物の品質が向上し，江戸時代後期以降，徐々に京都へ
の依存から離れて独自に江戸や大阪へも販路を拡大し，その販売は一時的に京都西陣を超えたことも
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あった。近世末期には，桐生の織物産業もマニファクチュアへ変化し，開国後は国内需要の変化や海
外の輸出に対応する形で，経営規模・施設規模も更に大きくなっていた。その後，第二次大戦中，工
場が接収されるなどしたため壊滅的打撃を受けたが，戦後の日本経済の復興に合わせ，その後の回復
も早かった。
桐生の絹織物産業，すなわち輸出産品としての絹織物は日本に大量な外貨をもたらした。しかし，
1970年代後半になると，和装の需要減退が顕著となり，更に 2005年 1月の絹糸・絹織物の輸入自由
化によって，日本全国の絹織物産地は一段と厳しい対応を迫られており，桐生の繊維産業も衰退から
逃れることはできなかった（田畑 2012）。現在，桐生の繊維産業は機械・金属工業に及ばないものの，
多品種少量生産体制を維持し，地域の基幹産業であるという意識が市民の間には強い（桐生商工会議
所 2009）。
３．桐生地区における絹織物産業遺産保存活動の展開
桐生市当局が産業遺産に対する関心を持ち始めたきっかけは，1990年から 1991年にかけて文化庁
の補助事業として群馬県教育委員会が実施した群馬県近代化遺産総合調査である。調査の目的は，従
来の文化財保護制度の対象となりにくかった，近代的技術によって造られた産業・交通・土木に関す
る構築物に文化遺産としての評価を与えることにあった。調査の結果，群馬県内では約 1000棟の建
造物が近代化遺産としてあげられ，その中で桐生地区では 97件が対象となり，主に絹織物生産現場
図 1　研究対象地域
図 2　ノコギリ屋根工場（筆者撮影）
図 3　工場の内部（筆者撮影）
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としてのノコギリ屋根工場とその関連建築物が遺産リストに載せられた。この調査によって，それら
の建造物に文化財的な価値が与えられるようになったといえる（群馬県教育委員会 1992）。
それを踏まえ，1992年には桐生市議会が「近代化遺産拠点都市宣言」を採択し，「今日の本市の繁
栄を支えた先人の偉業を賛え，これらの文化遺産を再評価し，保存活用しながら新しいまちづくりを
進めていく必要があると考える」と宣言している。
そして，市議会の宣言を受け，桐生市は市に残る文化遺産に対する市民の意識を高め，市民の意
見を集めてまちづくりにつなげていくため，同年 7月に「桐生の町づくりフォーラム 92」を開催し，
フォーラムでの町並み保存と蔵の保存活用が討議された（土井 2009）。桐生市教育委員会はフォーラ
ムの結果を受け，本町一丁目・二丁目地区を対象に伝統的建造物群保存対策調査を実施し，本町地区
にあった旧矢野蔵群は市の指定重要文化財となり，「有鄰館」という多目的ホールとして保存活用さ
れている。
桐生市は 1997年にかけて市内に残る歴史的建築物の詳細な調査を行っていた。これらの学術的調
査を通して，専門家から評価を受け，住民の歴史的建造物の保存活用への意識も次第に高められた。
そして，2000年に地区有志を中心に本町一丁目・二丁目地区の歴史的建造物や文化遺産の保存，活
用によるまちづくりを目的に「本一・本二まちづくりの会」が設立され，重要伝統的建造物群保存地
区を目指すまちづくり事業が行われることになった。
本町地区は桐生市の旧市街地にあたり，多くの地方都市と同様の中心市街地の空洞化に悩まされて
いる地区でもある。モータリゼーションの進展によって，桐生市民の生活圏は郊外へ拡大しており，
本町の通り沿いの商店街には空き店舗も目立つ現状となっており，市役所にとって本町一丁目・二丁
目地区のまちづくり運動は，同時に中心市街地活性化事業とも重なってくる問題でもあった。
町並み保存活動は，文化財指定登録や重要伝統的建造物群保存地区などの既存の文化財行政の枠組
みで取り組むことができ，行政にとって体制づくりや補助金の活用が比較的容易であったことから，
桐生市は群馬県の補助事業の「まちうち再生総合支援事業」も利用し，まちづくりに対する住民意識
の喚起からまちづくり基本計画の作成にかけて，主導的な役割を担っていった。更に，2007年に伝
建群推進室を設けて，積極的に重要伝統的建造物群保存地区選定に向けた取り組みを開始した。その
成果として，2012年に本町地区は織物業と共に発展した町の形態が残されているという理由で，重
要伝統的建造物群保存地区（製織町）に選定されることになった。
市役所へのヒアリングによれば，住民側には文化財の指定・登録に対し，増改築や使用用途などを
制限されかねないという危惧があり，重要伝統的建造物群保存地区選定への合意形成については若干
の障害があったという。しかし，最終的に合意形成に至ったきっかけとなったのは，東日本大震災後，
古い建物の保存意識が高まったことに加え，震災によって建物が一部損壊するという経験を経た所有
者にとって，重要伝統的建造物群保存地区に選定されることにより建物の外観の修築等の際，補助金
により一部が補助される点が注目されたことが大きな要因となった。
上述してきたように，近代化遺産総合調査の実施によって，桐生市は織物産業の歴史を象徴する建
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造物に関心を持つようになり，市議会の宣言や，行政と民間を含むフォーラムの開催などの産業遺産
に関する動きにつながっていった。特に本町一丁目・二丁目地区では重要伝統的建造物群保存地区を
目指した取り組みが活発化していった。一方で，近代化遺産総合調査では，市内に散在する生産現場
としてのノコギリ屋根工場が産業遺産として指摘されていた。ところが，市は本町一・二丁目の重要
伝統的建造物群保存地区の選定を重点政策として位置づけた反面，ノコギリ屋根工場に対しては，文
化財の指定・登録を行ったのみであり，両者の間にはまちづくりの核としての位置づけに大きな違い
が見られることになった。
４．ノコギリ屋根工場について
明治時代以降の桐生の近代織物産業を施設面から支えてきたノコギリ屋根工場は，その屋根の特徴
的な形から名付けられたものである。この屋根は光量が安定している北側に窓を設けることで工場内
の採光を確保することを目的としたもので，イギリスの産業革命の進展に伴い織物工場の建物として
考案された屋根構造であり，日本では 1870年代以降使われ始め，桐生には 1890年に導入された。市
役所へのヒアリングによると，正確には検証できないものの，第二次大戦前には桐生地区でのノコギ
リ屋根工場が 1,000棟以上あったと推測されている。正確に把握できる棟数について，1999年の調査
では，304棟の存在が確認できたが（野口 1999），2004年に 241棟まで減少し（経済産業省関東経済
産業局 2005），2012年には 200棟を下回るなど，減少の一途をたどっている。
桐生の繊維産業の好景気時代を知る世代には，まちなかのあちこちにあるノコギリ屋根工場と，そ
こから聞こえる織機の音が，桐生の原風景として記憶されてきた。そのため，ノコギリ屋根工場の減
少は，桐生の街の風景にも影響を与えるものとして認識されたのである。
（1）ノコギリ屋根工場に関する取り組み
桐生におけるノコギリ屋根工場への着目は，1989年に桐生在住の高校教諭であった野口三郎によ
る調査が最初のものである。その後，1990年から 2年間にわたり近代化遺産総合調査が行われ，こ
れによって桐生のノコギリ屋根工場は文化財としての価値が見出され，文化遺産として意識されるよ
うになった。同時にこの資源をまちづくりに取り入れていこうとする動きが見られるようになった。
ただし，当初行政側も関心を持ち調査を実施したものの，次第に本町地区の重要伝統的建造物群保存
地区指定へ力点が移っていったのは前述した通りである。
むしろノコギリ屋根工場を地域資源として認識し，積極的に保存活用をめざし組織的に活動してい
たのは桐生商工会議所であった。もともとノコギリ屋根工場は生産の場であって，事業者と商工会議
所との親和性が高かったことも大きな理由である。ノコギリ屋根工場に象徴される繊維産業の活性化
は商工会議所の大きな使命の一つであった。
1993年に通商産業省は新繊維ビジョンで提唱された繊維産地活性化対策の一環として「ファッショ
ンタウン構想」を立ち上げ，同時に桐生は都市ファッション化モデル地域に選定され，同年，桐生商
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工会議所はファッションを切り口にしたまちづくり構想「ファッションタウンビジョン」を策定する。
このビジョンを推進するため，1997年に産学官民一体となったファッションタウン桐生推進協議会
（以下 FT桐生）が設立されたのである。
FT桐生は地域資源を活用した内発型のまちづくりを目指すため地域資源の掘り起しを進めたが，
その中で注目されたのが市内随所に見られるノコギリ屋根工場であった。内発的な地域づくりを目指
す中で，ノコギリ屋根工場や機屋の音が自分たちが小さいころから慣れ親しんだ桐生らしさであると
いう意識が市民の中で再確認され，このノコギリ屋根工場の現状を把握し，新たな利活用の可能性に
ついて提言するため，2002年に「のこぎり屋根シンポジウム」が開催された。2004年度には内閣官
房都市再生本部により「全国都市再生モデル調査」に採択されたことで，市内におけるノコギリ屋根
工場の分布や保存・利活用状態の詳しい状況が明らかとなり，これらの取り組みを通してノコギリ屋
根工場の産業・文化資産としての位置づけが確立された。
FT桐生は調査成果を踏まえて，ノコギリ屋根工場の所有者ネットワークの組織化に取り組んだが，
当時の担当者によると数名の所有者からしか承諾が得られず，結果として組織作りには至らなかった
という。組織化ができなかった理由として，FT桐生は所有者のノコギリ屋根工場に対する貴重な資
源としての意識がまだ浸透していなかったためとしている。
そのため，FT桐生は調査・研究・会議だけではなく，実際にノコギリ屋根工場を活用した事例と
産業観光など具体的な産業との結合を提示することによって，所有者のノコギリ屋根工場の保存活用
への意識を高めていこうとする戦略をとった。その実践として，2008年に日本商工会議所の「地域
資源∞全国展開プロジェクト」によって，桐生商工会議所が実施主体となって現役で操業を行ってい
る繊維関連の 20工場と，工場ではない新たな活用を展開している 11事業所の協力を得て，ノコギリ
屋根博覧会を開催した。ノコギリ屋根博覧会は 2008年 12月 6日・7日に開催され，二日間で約 1,500
人の来場があり，そのうち 40％以上が市外客であった（桐生商工会議所 2009）。
FT桐生はこのような取り組みを進めたが，全体としてノコギリ屋根工場の利活用は低調のまま推
移し，工場の減少に歯止めがかからない状態には変化がなかった。そのため，所有者の保存・利活用
に対する意識を向上させるために，実際のノコギリ屋根工場を使った様々な具体的な取り組みを継続
して行っていく必要があった。
特に，桐生タイムズの記者が個人的に参加した芸術イベントからヒントを得て，桐生には空き家と
なったノコギリ屋根工場など，創作に使えるスペースが多くあることに気が付き，東京藝術大学の学
生に作品制作や展示をしてみないかと勧誘した結果，1994年から 2010年にかけて，桐生市における
産業遺産を含む歴史的建造物を舞台に芸術創作を行うアートプロジェクト「桐生再演」が実施された。
このアートプロジェクトは東京藝術大学の教員と学生を中心に構成したグループが，桐生のまちの中
で作品づくりを行う場所を決め，桐生を「舞台」として開催した展覧会である。
会場として使われた施設では，活動に先立って大掃除や必要に応じて補修など手入れが行われ，そ
の結果所有者がその工場への愛着や価値に気づかされたり，芸術家や学生によって所有者の想定外の
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利用法がなされて工場の新たな面を発見したりといった，ノコギリ屋根工場の価値が再認識される効
果があった。
学生にとって大型作品の制作場所や展示場所の確保は苦労する点であったが，機械が入るため屋根
までの高さが高く広い空間があるなど，工場はそういったニーズに対応できる可能性を持っているこ
とが明らかになり，「桐生再演」は 16年間続くイベントに成長していった。
学生たちが行ったノコギリ屋根工場の清掃作業は，単に工場の整理や美観向上だけでなく，所有者
側にとってもノコギリ屋根工場の保存意識によい影響を与えることが明らかとなったことで，後に
FT桐生が実施主体となり，「フィールドワーク桐生」と名付けられ，建物本来の姿を取り戻すことを
通して，活用される機会を作り，保存・継承につなげることを目的としたプロジェクトに発展して
いる。
これらの FT桐生の取り組みからノコギリ屋根工場の新たな活用事例が表れてきているが，次節で
はそれらの事例について具体的に見ていきたい。
（2）ノコギリ屋根工場の活用
前述したとおり，ノコギリ屋根工場は繊維産業の斜陽化に伴って減少し，現在でもその減少に歯止
めはかかっていない。
この消失した工場の跡地利用について，多くは機屋の所有者によって住宅やアパート・マンション
に建て替えられたほか，更地のままとなっている場所や駐車場となった例もある（野口 1999）。
桐生に残存するノコギリ屋根工場の利用状態は，表 1に示したとおり，工場として使われ続けてい
るものが依然として多い。そして，操業停止後は，倉庫・物置などのような消極的な利用が多くなっ
ている。ノコギリ屋根工場はその構造上，工場と住宅が棟続きになっているものが多く，所有者が住
居部分に住み続ける場合にはプライバシーの問題など解決すべき課題も多い。また広いスペースを分
割して賃貸する場合には改装等で多くの設備投資が必要となる。
桐生におけるノコギリ屋根工場の活用事例については足立・白石の研究に詳しく，ノコギリ屋根工
場の転用事例は空き工場ストックの有効利用を目的として，早い時期からみることができ，ノコギ
リ屋根工場が文化資産として価値づけられる前の 1990年代以前にも幼稚園（1952年）や病院（1981
年）・資料館（1981年）などへの転用事例があったが，近年はストックの有効活用の他にノコギリ屋
根工場の保存意識を理由とした活用事例が増えてきたと指摘されている（足立・白木 2011）。
FT桐生の取り組みを受けて実現したノコギリ屋根工場の活用事例として大規模なものは，桐生で
表 1　ノコギリ屋根工場の利用状況
工場 物置・倉庫 無使用 住宅 その他 用途不明
98 65 10 6 18 44
（経済産業省関東経済産業局（2005）により作成）
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唯一のレンガ造りのノコギリ屋根工場を再生利用したもので，これは市内でパン屋を経営していた T
氏が解体されようとしていた工場を買い取り，大規模な補修を行ってベーカリーカフェとしてオープ
ンさせたもので，近隣のみならず観光客の利用もあるなど，賑わいを見せている。他にも，美容院や
多目的ホール，アトリエや店舗として利活用されている例がある。
現在，商工会議所のほか市役所の産業経済部が空き工場のマッチングを行っており，ノコギリ屋根
工場の利用も斡旋しているが，工場の広さや設備等が利用希望者の要望と折り合わないケースが多
く，思うようにマッチングが進んでいない。ヒアリングによれば，ベーカリカフェの例は事業者の資
本力が大きかったために工場全体の保存・活用へ結びついたが，多くの場合，利用希望者は個人のア
トリエとしての利用を念頭に置いたもので，持続的な利活用へはつながりにくい点が障壁となってお
り，ノコギリ屋根工場の保存・活用を進めていくためには資本力のある主体が関与することが不可欠
であり，その点が課題となっている。
桐生において産業遺産を活かしたまちづくりは 20年ほどの時間を経たが，初期の建築物本体の保
存を行政や商工会議所が積極的に目指し推進する段階から，現在は活用希望者を募り工場所有者との
マッチングを行い，活用されることで保存を目指すソフト面での取り組みが主となってきている。し
かしながら，利活用から保存を達成するという点では成果に乏しいのが現状である。
５．産業観光への活用
桐生は織物産業によって栄えてきた歴史から，観光によって町を活性化していこうとする志向性は
それほど強い地域ではなかった。しかし，町の象徴的な存在であるノコギリ屋根工場が産業遺産とし
て文化的側面での価値を認められてから，その資源を活用した観光の可能性が考えられ，特に工場を
中心とした産業観光が検討されるようになった。
産業観光とは「歴史的文化的価値のある産業文化財（古い機械・器具・工場遺構等の産業遺産が中
心），生産現場（今ものをつくっているところ），産業製品（陶磁器・織物等）を観光資源とする観光」
と定義される（須田 2009）。桐生の場合，これら産業観光のコンテンツがすべて揃っていることから，
ファッションタウンビジョンを策定した際に，ノコギリ屋根工場も産業観光の核として位置づけられ
ることになった。
ところが当初はノコギリ屋根に関係のある多くの事業者が製造業者ということもあり，観光客に生
産工程を見せることに対する抵抗感や，観光客の受け入れによってもたらされる経済効果への不信感
などの理由で，ノコギリ屋根工場を積極的に観光資源にする雰囲気ではなかった。
そのため桐生商工会議所は対応策として，2008年にノコギリ屋根工場博覧会を開き，実際に産業
観光の実例を提示することによって，ノコギリ屋根工場を地域資源として外に向けて発信するととも
に，地域内に向けてもその認識を深めてもらうことを目指した。
しかし，前節でみたように，ノコギリ屋根工場の個々の利活用事例はいくつか見られるものの，工
場自体は地理的に散在しており，産業観光を進めていくには観光ルートを整備し観光客に分かりやす
137地方都市における産業遺産とまちづくり（呉）
く提示する取り組みが不可欠であった。
桐生においてこの産業観光に取り組む唯一の主体として，産業観光ツアーを実施する「株式会社桐
生再生」の存在がある。株式会社桐生再生の前身は「NPO法人桐生再生」といい，この NPO法人は
桐生信用金庫出身の S氏が定年退職後に生まれ育った桐生の良さを何とか守り発信することができ
ないかと始めたボランティアガイド組織で，特に市役所や商工会議所等の取り組みで保存や利活用が
実現した建物をルート上に組み込んだ観光ルート開発とそのツアー実施が主な業務であった。
「NPO法人桐生再生」は産業遺産の直接的な所有者・利用者ではないが，観光コースの開発やボラ
ンティアガイドの育成・実施を通し，桐生の織物の街としての歴史ストーリーをもとに，分散した産
業遺産を線的につなぐ産業観光を目指している。地元のガイドの引率によって，ツアー参加者は効率
的に産業遺産を巡ることができ，さらに普段は見ることのできない操業中の工場にも立ち入ることが
可能となった。発足以来着実に実績を伸ばしており，成果を上げている。2008年度でのツアーの参
加者は 89人で，ツアーから得た収入は 346,100円であったが，2012年度はそれぞれ 789人，442,770
円となっている。
2013年 12月，NPO法人桐生再生は桐生市から桐生市受託事業（EVバス）を受け，NPO組織を
解散し，事業を株式会社桐生再生に移管した。株式会社となった桐生再生は，桐生市と群馬大学理工
学部との産官学連携によって，総務省の地域経済循環創造事業交付金や地域金融機関からの融資を原
資とし，バスの導入のほか，ノコギリ屋根型の車庫の新築や古民家を購入し観光拠点として改装する
など 1億円規模の初期投資を行った。特にバスの導入によって，ツアーの範囲を広げることが可能と
なった。これらの取り組みにより，桐生を訪れる観光客や，この先進事例の見学に訪れる視察団等に
よって地域の飲食店や商店の売り上げの向上等の効果が見られるようになった（石原 2014）。
桐生の産業遺産を活用したまちづくりは行政や商工会議所による建築物の保存や活用の段階を超え
て，産業観光という新しい段階へ進み，企業の参加のもとようやく成果を上げ始めていると言えるで
あろう。
６．桐生地区における産業遺産によるまちづくりの課題
上述してきたように，桐生市における産業遺産を活かしたまちづくりの柱は，「織物の町」という
キーワードのもと，本町一丁目・二丁目の重要伝統的建造物群保存地区の選定と，ノコギリ屋根工場
など織物産業の歴史を伝える建築物の保存活用という二本の柱から成り立っている。まちづくりの目
的は，産業遺産の保存活用を通して，町並みや地域の歴史文化を守り，地域における既存ストックの
利活用によっての地域経済の活性化にあり，中心市街地活性化に対する期待も含まれている。現状は，
重要伝統的建造物群保存地区の選定については既存の文化財行政の枠組みが利用できたので，比較的
順調に進み，2012年に選定を受けたため，まちづくりとしては次のステップに進む必要がある。
一方，ノコギリ屋根工場は個人所有の建物で，しかも市内各地に散在しているため，重要伝統的建
造物群保存地区の指定には向かないこと，さらに公平性の観点から行政が積極的に取り組むことが難
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しかったことから，商工会議所が主体となった FT桐生が担い手となって取り組まれてきた。
この保存活用活動は決して順調に進んでいるというわけではない。多様な活動が進むうちに，様々
な課題が洗い出されたが，特に建築の使命の終焉，すなわち工場の廃業によって建物の本来の利用価
値がなくなると，所有者が他の用途へ転用して使い続けない限り，取り壊しを避けることは難しく
なってしまう。また，建物の老朽化による維持管理の問題や所有者の世代交代，立地の関係等によっ
て利活用の可能性は流動的なものとなる。しかし，これらの課題は最終的には経済的な理由に収束さ
せることができる。つまり，保存するにせよ転用するにせよ，その財源をいかに確保するかが最も根
本的な問題である。
桐生の例からは産業遺産を活用したまちづくりを進めようとする際，関係する各々の主体にとって
その行動に制約がある点が，まちづくりを暗礁に乗り上げさせる大きな要因となっていることが読み
取れる。
市役所は公平性の観点から所有者のある個々の建築物の保存には消極的で，予算の関係から買い取
りも難しく，重要伝統的建造物群保存地区のような既存の行政の枠組みがない限り，積極的な行動に
は出られない。一方の商工会議所は，事業者のネットワークはあるものの，行政のような大きな予算
は持っておらず，また補助金の面でも市役所に及ばず，資金力の面で行動には限界があり大きな事業
は難しい。
行政が自らの強みを生かすことのできた重要伝統的建造物群保存地区指定の一連の流れからは，行
政がリーダーシップをとり，力を入れて調整にあたることができるかが，まちづくりの成否を分ける
ことが読み取れる。一方のノコギリ屋根工場を中心とした産業遺産を活かしたまちづくりへの取り組
みは，既存の仕組みがないために行政の関わりが限定的だったため，あいまいで不十分な状態のまま
である。結果的に市役所や商工会議所による取り組みは，資源の掘り起こしと所有者や市民への啓蒙
という点では成果を残したが，実際のまちづくりという点では最終的に行き詰まってしまうことと
なった。
一方で，この状態を打破しようとしているのが，株式会社桐生再生のような民間主体であることは
興味深い。今までの取り組みによって保存に結びついた建造物を「織物の町」という歴史ストーリー
の中に位置づけ，それを産業観光ルートとして観光客にたどらせるという新しい取り組みは，成果を
表しつつある。
この桐生の事例からは，従来まちづくりの主要な担い手として認識されていた市役所や商工会議所
など資金力や組織力を持った主体によって行われたまちづくりが行き詰った場合，双方の取り組みを
有機的につなぎ活かしていくことができる民間の活動が重要となることが指摘できよう。
産業遺産をいかしたまちづくりにおいて，市，商工会議所また民間団体それぞれが長所を生かして
役割を果たすことが重要であり，市が効果的な予算配分を行い，商工会議所のもつネットワークと民
間団体の具体的な活動をつなぐ会議や仕組みを構築して，いい形の協働を作り出していくことが必要
であると考えられ，更にそれに基づいた実践が求められているといえよう。
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本研究の現地調査においては，桐生市役所産業政策課の新井八寿代氏をはじめとする桐生市役所の
職員の皆様，桐生商工会議所の石原雄二専務理事，桐生再演の赤池孝彦先生，株式会社桐生再生の清
水宏康代表取締役及び桐生で出会った皆様には大変お世話になりました。また，執筆にあたり早稲田
大学宮口侗廸先生に御助言と御指導を賜りました。以上，ここに感謝の意を表します。
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